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図 平成 30 年度の実施フロー 

 

図 内閣府調査モデルルートの概要 
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(2) 令和元年度調査の検討ケース 

令和元年度調査では、建設工事費デフレーターや地価公示価格の上昇率等を考慮して、概算事

業費等の精査を行った。また、支線①（名護～沖縄美ら海水族館）については、沖縄北部テーマ

パークを経由する今帰仁ルートについて路線計画等の見直しを行った。 

最新技術の採用では、高速ＡＧＴ及びＨＳＳＴ（磁気浮上方式）を選定し、モデルルートはケ

ース７（うるま・国道 58号・恩納経由+空港接続線・部分単線案）を想定して検討を行った。 

沖縄市及びうるま市の市街地（ライカム～胡屋～コザ～うるま市役所）を検討対象区間として、

山岳トンネル（ＮＡＴＭ）への構造変更可能性について検討を行った。 

沖縄県の建設業界の状況や人件費・建設資材価格の状況、交通インフラ整備等について、建設

業界にヒアリング調査を行った。また、第二次世界大戦で投下された不発弾等は、沖縄県が約４

割（処理重量）を占めており、不発弾対策等について検討を行った。 

 
表 過年度調査におけるコスト縮減方策のレビューと令和元度調査の検討方針 

 
 
 

コスト縮減方策の着眼点 平成24年度 平成25～28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

①
各
モ
デ
ル
ル
｜
ト
等
の
精
査

幹線骨格軸
西海岸ルート（恩納経由）

沖縄自動車道
（那覇～許田間）

西海岸ルート（恩納経由）
東海岸ルート

（金武・宜野座経由）

西海岸ルート（恩納経由） 西海岸ルート（恩納経由）
大深度地下使用ルート

西海岸ルート（恩納経由）

部分単線化 うるま以北 うるま以北
全線単線

うるま以北 うるま以北 うるま以北

小型システム
施設の簡素化
最新技術の採用

鉄輪リニア
改札階削除

スマートリニアメトロ スマートリニアメトロ
高速新交通システム

スマートリニアメトロ
小型鉄道（粘着駆動方式）

スマートリニアメトロ
小型鉄道（粘着駆動方式）

HSST（磁気浮上方式）
高速鉄道（200km/h）

駅数の見直し 駅数削減 駅数削減 更なる駅数削減 駅数削減

構造形式の変更
（地下から高架構造）

58号（牧港付近）
※基地跡地活用

名護付近・空港接続
330号（浦添～普天間）

名護付近・空港接続
330号（浦添～普天間）

名護付近・空港接続
330号（浦添～普天間）

名護付近・空港接続
330号（浦添～普天間）

モデルルート部分変更
58号（ 旭橋～普天間）

330号（ 新都心～普天間）
旭橋～糸満（海岸ルート）

58号（ 旭橋～普天間）
330号（ 新都心～普天間）

58号（ 旭橋～普天間）
330号（ 新都心～普天間）

浦添西海岸ルート
（旭橋～普天間）

58号（ 旭橋～普天間）
330号（ 新都心～普天間）

支線軸
（フィーダー路線）

本部・与那原・
八重瀬方面

本部・与那原・八重瀬・
嘉手納・読谷・
金武・宜野座方面

本部・与那原・
八重瀬方面

本部・与那原・八重瀬・
嘉手納・今帰仁方面

本部・与那原・八重瀬・
今帰仁方面（北部開発）

②沖縄県特有の地域特性
気象条件・地質条件等 気象条件・地質条件等

地盤液状化対策
気象条件・地質条件等
地盤液状化対策
津波対策

気象条件・地質条件等
地盤液状化対策
津波対策
不発弾対策

③最新技術の採用

SENS工法
シールド切り開き工法
転落防止対策等

SENS工法
シールド切り開き工法
転落防止対策等

自動運転・欧州等鉄軌道技術

SENS工法
シールド切り開き工法
転落防止対策等

自動運転・欧州等鉄軌道技術

SENS工法
シールド切り開き工法
転落防止対策等

自動運転・欧州等鉄軌道技術
都市NATM

④その他 検討精度（図面縮尺1/25,000相当） 検討精度（図面縮尺1/10,000の検討）

必要な運行本数の確保が困難なため検討しない

地下駅の電気・機械設備空間の確保が困難なため検討しない
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図 実施フロー 

 

表 令和元年度調査の検討ケース 

検討番号 交通システム ケース概要 ケース 

検討ルート 

区 間 経由地 那覇～普天間 うるま～名護 単線・複線 

① R2-01 鉄道 基本ケース ケース 2 
糸満市役所～名護 

＋空港接続線 
うるま 国道 330号 

恩納 

（西海岸ルート） 
全線複線 

② T7-01 トラムトレイン 基本ケース ケース 7 
糸満市役所～名護 

＋空港接続線 
うるま 国道 58号 

恩納 

（西海岸ルート） 
全線複線 

③ R2-02 スマート・リニアメトロ コスト縮減方策複数組合せ ケース 2 
糸満市役所～名護 

＋空港接続線 
うるま 国道 330号 

恩納 

（西海岸ルート） 
部分単線 

④ T7-02 トラムトレイン コスト縮減方策複数組合せ ケース 7 
糸満市役所～名護 

＋空港接続線 
うるま 国道 58号 

恩納 

（西海岸ルート） 
部分単線 

⑤ A7-02 高速ＡＧＴ コスト縮減方策複数組合せ ケース 7 
糸満市役所～名護 

＋空港接続線 
うるま 国道 58号 

恩納 

（西海岸ルート） 
部分単線 

⑥ H7-02 ＨＳＳＴ コスト縮減方策複数組合せ ケース 7 
糸満市役所～名護 

＋空港接続線 
うるま 国道 58号 

恩納 

（西海岸ルート） 
部分単線 

⑦ R2-01D 鉄道 
構造変更 

（基本ケース） 
ケース 2 

糸満市役所～名護 

＋空港接続線 
うるま 国道 330号 

恩納 

（西海岸ルート） 
全線複線 

⑧ R2-01+① 鉄道 
北部支線軸整備 

（基本ケース＋支線①） 
ケース 2 

糸満市役所～名護 

＋空港接続線 

＋支線① 

うるま 国道 330号 
恩納 

（西海岸ルート） 
部分単線 

 

各モデルルートの精査

部分単線化

施設規模等の縮小

コスト縮減方策

最新技術の活用

施設の簡素化

ルート・構造変更

基地跡地の活用

小型システムの採用

沖縄自動車道の活用

ＳＥＮＳ工法の採用
シールド切り開き工法の採用

着眼点①
各モデルルート等の精査

• ルート、駅位置、構造形式等の検討
• 地域計画、開発計画等まちづくり

着眼点③
最新技術の採用

• 各種要素技術の採用（土木構造物、
車両、軌道、電気設備等）

• 駅施設の安全方策（転落防止対策等）
• 自動運転技術・欧州等鉄軌道関連技術
• 小型鉄道（粘着駆動方式）
• HSST（磁気浮上方式）
• 高速鉄道（200km/h）
• 都市NATMの採用

着眼点②
沖縄県特有の地域特性

• 気象条件、地質条件等
• 大規模地震発生時の地盤液状化対策
• 大規模地震発生時の津波対策等
• 不発弾対策等

平成24～30年度調査

令和元年度調査

コスト縮減方策は適宜選択、
複数組合せ案も状況に応じて実施

駅数の見直し

着眼点④ その他
• 検討精度向上（図面縮尺1/10,000の検討）
• 最新工事単価による概算事業費等の精査

沖縄県特有の地域特性

気象条件等を考慮

地質条件等を考慮

駅施設等の安全方策等
高速新交通システム

小型鉄道（粘着駆動方式）

※赤字は新規追加の検討事項を示す。

地盤液状化を考慮

津波を考慮 大深度地下使用 更なる駅数の低減
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図 令和元年度調査のモデルルートの概要 

 

  

北部支線軸（支線①） 
（北部テーマパーク・名桜大学経由） 
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2.3  建設業界へのヒアリング調査 

 沖縄県における建設投資の推移 

沖縄県における建設投資について、平成 17 年度以降の推移をみると、東日本大震災が発生した

直後の平成 23 年度が約 5,232 億円で底となり、平成 24 年度以降年々増加傾向にあり、平成 30 年

度では約 9,538億円となっている。 

公共事業と民間事業との比率では、平成 30年度では 47：53となっており、民間事業の比率がや

や高くなっている。出来高ベースでは、民間事業が大幅に増加していることが窺える。 

 

 
図 沖縄県における建設投資の推移（出来高ベース） 

表 沖縄県における建設投資の推移（出来高ベース） 

 
出典：2019 建設業の現況（令和元年 12月）一般社団法人 沖縄県建設業協会 

  



2-39 

 沖縄県における建設業者数の推移 

沖縄県における建設業者数は、平成 19年３月時点では 5,207業者であったが、平成 25年３月時

点では 4,600 業者に減少した。その後の建設投資額の増加により、平成 31 年３月時点で 4,809 業

者となっている。 

表 沖縄県内知事許可業者の資本金別階層別構成の推移 

 
出典：2019 建設業の現況（令和元年 12月）一般社団法人 沖縄県建設業協会 

 
 沖縄県における建設就業者数の推移 

沖縄県における建設就業者数は、平成 30 年時点で約７万人となっており、全産業の約１割とな

っている。 

表 沖縄県における建設就業者数の推移 

 
出典：2019 建設業の現況（令和元年 12月）一般社団法人 沖縄県建設業協会 
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